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本稿の目的は，わが国における「延長型」動産担保の問題を考える準備作業
として，かかる形態の動産担保が発達している西ドイツにおいて， 1970年代の
半ばから再燃した動産担保の改革議論を紹介し，検討を加えることである。
さて，在庫商品や原材料などの流動資産を客体とする集合動産譲渡担保ある
いは所有権留保にあっては，その担保目的物の性質上，設定者にはそれを一定
の範囲で処分し，あるいは加工する権限が与えられるが，それに基づいて担保
目的物が処分もしくは加工された場合には，担保権は縮少あるいは消失してし
まう。そこで，こうした事態を防ぎ，担保権の価値を維持するためになんらか
の補完措置が構じられる必要があるが，その一方法として， ドイツ法流の「延
長型」動産担保が検討の対象とされていること周知の通りである。
(1) 動産担保（Mobiliarsicherheiten）とは，所有権留保（Eigentumsvorbehalt），動産
譲渡担保（Sicherungsiibereignung），債権譲渡担保（Sicherungsabtretung）を総括
する用語として使う。
(2) 動産担保の効力を担保物の売却による売掛代金債権や加工による製品など代償物に
及ぼすための法的構成は幾っか考えられているが（たとえば，鈴木禄弥「譲渡担保ム
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ドイツ法流の延長形態を考える場合，幾つかの間題点がある。まず，わが国
の法制との関係で， ドイツ法におけるとは異なった面倒な問題が先行債権譲渡
条項について生じる。ドイツでは，債権譲渡には第三債務者への通知などとい
った対抗要件を必要としないぷ〈ド民398条参照〉，わが国では，これを必要と
する（民法467条〉。しかし，第三債務者への通知は，実際上面倒な手続である
し，そこで，債権発生前の，しかも包括的な債権譲渡の通知も対抗要件として
の通知たりうる，と解したところで，それは，設定者と従来取引関係にあって
将来も取引を継続する可能性の大きい第三債務者が存在する場合にのみ妥当す
ることであって，債権譲渡の通知をなすさいに，通知の相手方たる第三債務者
が存在しない場合には通知をすることができなし、。そこで，担保権者は，債権
が発生したならば，第三債務者に対して債権譲渡の通知をなす旨を設定者に義
務づけうるにとどまり，この義務が履行される保証がない以上，担保権者の担
『企業担保』所収・ 225頁以下参照〉，これらの法的構成のうちどれを「延長型Jと呼
ぶかについては見解が一致しているわけでない（鈴木・前掲書225頁と米倉明「流通
過程における所有権留保」法協82巻 l号20頁注邸，）， 82巻2号282頁以下〉。西ドイツで
は，「延長型」動産担保とは，つぎのごとき形態のものをしづ。動産譲渡担保と所有権
留保にあっては，売掛代金債権に対しては，「先行債権譲渡条項」（Vorausabtretung-
sklausel)に基づいて，代金に対しては，「代金条項」（Erlδsklausel)に基づいて，製
品に対しては，「加工条項」（Verarbei tungsklausel）に基づいて担保権の効力が及び，
債権譲渡担保にあっては，取立金に対して「代金条項」に基づいて担保権の効力が及
ぶ場合である（R.Serick, Eigentunsvorbehalt und Sicherungsiibertragung, Bd. N, 
s. 3f.）。所有権留保の延長形態については，米倉・前掲論文・法協82巻 1号16頁以
下， 31頁以下， 45頁以下が詳しい。
(3) 米倉・前掲論文・法協82巻2号282頁以下参照。
(4) これが，債権質に代わって債権譲渡が担保のために利用されるに至った理由であ
る。債権質においては，その効力発生要件として第三債務者への通知を要するが（ド
民1280条〕，このことは，設定者の担保設定状況を第三債務者ひいては一般に知らし
め，設定者の信用能力の低下につながりかねないからである（F.Baur, Sachenrecht, 
11. Aufl., S. 580）。詳細は，米倉・前掲論文・法協82巻2号219頁以下参照。
(5) 高木多喜男「集合債権譲渡担保の有効性と対抗要件（下〉」NBL235号23頁以下参照。
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保権確保については，危険性を伴なう。そこで， ドイツ法流の「延長型」動産
担保は実効性に乏しい，との評価が少なくなし、。したがって，立法論であるが，
譲渡担保について，設定者に処分した担保物に代わる物を補充する義務を負わ
せる方法をとる見解が主張されているO もっとも，設定当事者が「先行債権譲
渡条項」を特約することまで禁止されているわけではなし、。他方，延長形態を
固持する立場では，立法論として簡易な対抗要件具備の方法，たとえば，当初
の目的物に担保権が設定されたならば，その売掛代金債権にも当然に担保権が
及び，かつ，対抗力も当然に－譲渡の通知，承諾なしにー具備されるような方
法の考案が望まれることになる。この方法が認められるのであれば，実質的に
ドイツ法に近づく。確かに，譲渡担保にあっては，設定者に補充義務を課せる
ことによって，そして設定者がその義務を履行するかぎり担保価値の低下は避
けることができるが，所有権留保には，この方法は利用することはできず，担
保権者には延長形態が望ましい。
このような対抗要件をめぐる問題以外に， ドイツ法流の「延長型」動産担保
にはz担保権者と他の債権者の利害の衝突というドイツでも見解の対立の激し
い問題が生じる。第一に，動産担保が公示を欠くために債務者の外見上の信用
能力を信頼して無担保で信用を与えた債権者が債務者の破産などにさいして不
測の損害を被る，といった信用欺摘の問題である。第二に，担権問土の衝突，と
くに売掛代金債権をめぐって「延長型」所有権留保と集合債権譲渡担保権〈ド
(6) 米倉・前掲論文・法協82巻2号287頁，同『譲渡担保の研究』 177頁。
(7) 鈴木禄弥・前掲書226頁，四宮和夫「譲渡担保法要綱解説」立教法学10号215頁以
下，品川孝次「集合物の譲渡担保」（『民法学3』所収〕 234頁，三上威彦「所有権留
保買主破産の場合における単純拡大所有権留保と交互計算留保」民事訴訟雑誌29号31
頁など。
(8）譲渡担保法要綱第5〔505ー の，〔505-3），第7〔507ー 2〕参照（四宮・前掲解
説・立教法学10号208頁以下， 230頁以下〉。
(9) 米倉・前掲論文・法協82巻2号303頁注（3），同・前掲書177頁， 183頁注（4）。
帥米倉・前掲論文・法協82巻2号294頁以下。同・前掲書176頁以下。
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イツ法では，包括譲渡 Globalzession）とがこれを争奪する， とし、う問題であ
る。この担保権問土の衝突は，売掛代金債権の譲渡についての対抗要件具備の
時間によって優劣が決せられる，と一応し、えるが，法政策上これが望ましいか
は，再考の余地がある。そこで，こうした幣害の発生を防止するためには，動
産担保に公示性を付与することが必要であり，これがドイツ法流の「延長型」
動産担保を導入するさいの残された最大の問題で、あり，この点についてアメリ
(12) 
カ法の検討を指摘する向きもある。
ドイツでは，こうした動産担保の弊害は以前から指摘され，解釈論としてそ
の処理に力が注がれ，立法論としても，登録制度の導入や動産担保の法規制が
論じられ，この問題は， ドイツ法曹大会でも幾度となく取りあげられたが，い
ずれも実現されないまま今日に至っている。こうしたドイツの状況，問題解決
に対する学界の動きについて，立法的解決を行なったアメリカのそれと比較す
れば， 「緩慢に過ぎる」との印象がもたれたのは無理はないかもしれない。も
っとも， ドイツでは， 1970年代の半ばごろから倒産法改革との関連で動産担保
の法規制をめぐる議論が再燃し， 1976年のドイツ法曹大会第51回会議信用担保
部会では， 「動産担保の法的措置が望まれるか」とのテーマが取り上げられて
いる。この一連の議論においては，倒産手続において動産担保をどのように処
遇すべきかという手続法の側面からのみならず，現行動産担保の存在形態その
ものの法規制としづ実体法の側面からの議論がなされ，見解は大きく分れた。
前者の点については，すでに詳細かつ批判的な紹介がなされている。問題は，
倒産法改革という新しい背景の下で，手続法領域からの問題提起が動産担保の
(1）米倉・前掲論文・法協82巻2号295頁，同・前掲書180頁。
（血） 米倉・前掲論文・法協82巻2号302頁。
(13）米倉・前掲論文・法協82巻2号273頁。
(14）詳細は，霜島甲一「西独の倒産法制の現状と改正点について」判例タイムズ370号
5頁以下， 372号8頁以下， 377号24頁以下， 380号19頁以下， 382号27頁以下， 384号
20頁以下， 389号11頁以下。
。日霜島・前掲論文・判タ380号19頁以下参照。
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存在形態そのものの法規制としてどのようにはね返ってきているか，である。
もちろん法規制の内容はさまざまであるが，大別すれば，延長型動産担保を全
面的に規制する見解，登録制度の導入を主張する見解，そして現行動産担保の
法規制に反対する見解があるO そこで，問題は，し、かなる理由によってこれら
見解の対立が生じるのか，これら議論のなかで，従来から指摘されてきた動産
担保の弊害がどのように扱われ，いかなる法規制へと結びつけられているの
か，あるいは別の新しい問題が生じているのか，また，わが国で注目されてい
るアメリカの動産担保法制がどのように扱われているのか，であり，こういっ
た観点から代表的な見解を検討する。そして，これを通じて，最近， ドイツの
学界が動産担保にどのような態度をとっているのか立法論の側面から明らかに
したい。
Il 動産担保改革議論の背景
ドイツにおいて，動産担保の改革議論は古くて新しい問題であるが， 1970年
代の半ばから再燃した動産担保の法規制をめぐる議論は，初めて倒産法との関
連で，そして倒産法改革の一環としてなされたところに大きな特色がある。そ
こで，改革議論を検討するに先立つて，まず，つぎの二点を明らかにしておく
必要がある。第一に，倒産法改革において何故動産担保の法規制が問題視され
たのか，第二に，先に述べた動産担保の弊害・問題点に対して解釈論・立法論
上いかなる対応がなされてきたのか，である。しかし，これらの問題について
は，すで、に詳細かつ優れた研究が公にされているため，ここでは，簡単に触れ
るに留める。
1 倒産法改革と動産担保
動産担保の法規制をめぐる問題は，古くから幾度も議論の対象とされ， ドイ
制動産担保の改革議論では，いわゆる「水平的拡大」（Horizontale Erwei terungen) 
と呼ばれる拡大形態についても議論の対象になっているが，本稿での問題関心からこ
の点については直接触れないことにする。水平拡大型所有権留保の倒産手続上の効力
につい論じた研究として，三上・前掲論文・民事訴訟雑誌29号25頁以下。
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ツ法曹大公にあっても，第二次大戦後では， 1955年の第41回会議と1976年の第
51回会議がこの問題を取り上げている。第41回会議におけるテーマは， 「譲渡
担保と所有権留保の法的規制如何」であり， H.Westermann氏が報告を担当
している。この時期にかかるテーマが取り上げられたのは，第二次大戦後にお
ける商品信用・所有権留保の利用の飛躍的増加を背景に， 1952年，連邦最高裁
側
判所が所有権留保における先行債権譲渡条項の有効性について，譲渡債権の
「特定可能性」で足りる，として大審院の判例を変更したために，延長型所有
倒倒
権留保と包括譲渡の衝突という新しい問題が生じたからであった。もっとも，
(17) ドイツ民法典施行後から今日まで，計5回である。 1908年のカールスルーエの大会
では，工場建物に備え付けられた機械の上の所有権留保に係わる特別な問題が扱わ
れ， 1912年のウィーンの大会では， Salinger氏が報告し，譲渡担保に代えて登録質の
導入を提案したが可否同数で否定され（鳩山秀夫「独逸法曹大会より」法協30巻12号
80頁以下参照）' 1921年のパンベルクの大会では，登記義務のある動産抵当の導入が
可決されている（U.Drobnig, Verhandlungen des 51. Deutschen Juristentages, 1976, 
Bd. I, F llf.，我妻栄『動産抵当制度J42頁以下）。
(18）動産担保の立法規制について Westermann氏は，立法による改革は著しい弊害へ
の対処のための最後の手段としてのみ正当化されるのであって，むしろ担保権者の自
発的な制限が望ましい，として経済界の自主規制による方法を主張した（H.Westerm-
ann, Verhandlungen des 41. Deutschen Vuristentages, 1955 (1956), Bd. IL F 16, 
19, 28.）。
同 1948年6月の通貨改革を経て， ドイツ経済は復興するが，広汎な資本需要にも拘わ
らず，これに銀行信用が十分応じきれなかったため，商工業部門では，商品の供給者
である企業自身が信用（商品信用）を供与せざるを得なかったのである（K.Melshe-
imer, Sicherungsiibereignung oder Registerpfand, 1967, S. 122，米倉・前掲論文・
法協82巻2号256頁以下〉。
白0) BGH 25. 10. 1952, BGHZ 7, 365. 
ω この問題に関する判決の流れについては，米倉・前掲論文・法協82巻l号60頁以下
が詳しい。
~2J Westermann, a. a. 0., Bd. IL F 3f. 
仰~ Westermann氏の報告に関する討論の結論は，現行の信用担保制度を立法によって
変更することは時期尚早であること，弊害の除去のために法的措置を行う前に現行の
担保権を規制することによって生じる経済的影響を調査すること，そして外国の法制
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その後， ドイツ経済の活況とともに，こうした動産担保の弊害をめぐる問題は
ω 
背後に退いてしまった。
ところが， 1976年の第51回会議は動産担保の法規制問題を倒産法改革との関
連で取り上げ、た。 1974年から1976年にかけて破産が急増し，それとともに財団
不足による申立棄却（ド破107条参照〉や廃止（ド破204条〉の件数が激増し，
優先債権者や一般債権者の配当率がそれぞれ30%台， 3%台へと落ちこみ，財
ω 
団不足による「破産の破産」といわれる状況が生じた。そこで「財団の増加」
陶
と「更正」（Sanierung）を目的とする倒産法改革が主張されるに至り，そのな
かで，財団不足の最大原因のーっとして，担保権，とくに公示なき動産担保が
指摘され，その法規制が再び問題視されたので、ある。しかし，担保権一般では
なく，動産担保の法規制が論じられるのは，動産担保について新しい法律問題
が生じたというわけでなく，以前にもまして多種多様な形態の動産担保が非常
に広範囲に普及・利用されるに至ったこと，しかも動産担保は公示を欠いてい
的
ること，そしてその弊害が破産の頻発によって一挙に噴出したからである。
2 現行動産担保の問題点
(1) 公示性の欠如
ω 
公示性の欠如は，動産担保における最大の難点といわれる。しかし，動産担
保の設定が公示されないため，設定者は，自己の負債状況が第三者に知られる
ことがなく，外見上，信用能力を維持しうるのであって，都合がよし、。この利
倒
点が，動産担保の形成を促す要因ともなった。公示性の回復に対する根強い抵
度をその経済的背景との関連で詳細に調査すること，である（Verhandlungen,a. a. 
0., Bd. IL F 81，米倉・前掲論文・法協82巻2号271頁）。
（胡 Melsheimar,a. a. 0., S. 123. 
(25) 霜島・前掲論文・判タ370号5頁以下が詳しい。
帥倒産法改革論の論点は多岐にわたるが，その全容については，霜島・前掲論文・判
タ377号25頁以下参照。
。司 Drobnig,a. a. 0., Bd. I, F 12. 
(28) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 56. 
(29) Baur, a. a. 0., S. 558f. 
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抗の一つの原因がここにある。ところが，すべてのもしくはほとんどすべての
財産が担保に入っているにも拘らず，公示性の欠如から外見上の信用能力を信
頼して無担保で信用を供与した債権者が，強制執行や破産において不測の損害
制）
を被ることになる。こうした危険性は，公示なき動産担保の発展を阻害するこ
とはなかったが，それを除去すべく種々の努力がなされてきている。
まず，担保設定契約を債務者の金縛り（Knebelung）もしくは第三者に対す
る信用欺踊（Kredittauschung）の観点から公序良俗違反（ド民138条〉とする
方法である。しかしこの観点から動産担保が無効とされるのは，極端な場合
ω 
に限られること，いうまでもない。
より根本的な方法は，登録制度などによる公示性の回復の試みである。たと
えば， ドイツ法曹大会にあっては， 1912年の第31回会議， 1921年の第32回会議
にて，登録質（Registerpfandrecht）や登記議務の課せられた動産抵当（Mobi” 
liarhypothek）の導入問題が扱われ，他方，立法草案として， 1920年代にドイ
ω 
ッ卸売商中央組合が立案したカイナート草案， 1937年にはドイツ法アカデミー
ω 
が発表したレーマン草案がある。もっとも， 1955年の第41回ドイツ法曹大会に
ω 
おいて，報告者 Westermann氏は，公示性の回復についてつぎのような問題
ω 
を指摘している。すなわち，公示の強制による「権利状態の認識可能性と明確
性という観点のみでは，改革を根拠づけることはできなし、」のであって， 「そ
れは，他の経済的に重要な根拠を支えるものとして意義があるにすぎない。」
(30) たとえば， Serick,a. a. 0., Bd. I, S. 17, Bd. TI, S. 19. 
'31) RG 9. 4. 1932, RGZ 136, 247.この判決の詳細については，米倉・前掲論文・法協
82巻l号22頁， 26頁注（1）参照。
'3.?J Drobnig, a. a. 0. F 53., Baur, a. a. 0., S. 561. 
側 カイナート草案については，寺田治郎「独逸の「カイナート案」」法協55巻1号118
頁以下，米倉・前掲論文・法協82巻2号260頁注（2）参照。
倒 レーマン草案については，長谷部茂吉「独逸の「信用担保草案」」法協57巻5号865
頁以下， 6号1053頁以下，米倉・前掲論文・法協82巻2号261頁以下参照。
ω 概要については，米倉・前掲論文・法協82巻2号270頁以下。
側 Westermann,a. a. 0., Bd. IL F 12-13. 
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そして，その根拠として，認識されえない担保権の増加によってある債権者群
に生じる危険が挙げうるが，それとの関係で，第一に，その債権者群がいかな
る程度の損失を被っているのか，第二に， 「譲渡担保，債権譲渡担保，所有権
留保，延長型所有権留保などが認識されえないということが無担保信用の危険
と因果関係にあるのか」を調査すべき，とする。こうした問題に関する認識の
相違が70年半ば以降の改革論の内容を決めていくことになる。
（却動産担保権問土の衝突
動産担保の延長形態は，本来の現存する担保物の加工によって将来生じる製
品あるいは再売却によって将来生じる売掛代金債権を本来の担保物の代償担保
(Ersa tzsicher hei t）として現在の段階で確保しておくものに他ならない。他
方，包括譲渡は将来発生する債権を担保として現在の優先順位で確保しておく
ものである。そこで，将来発生する同一の担保物をめぐって複数の動産担保権
が競合した場合，その帰属をめぐって争いが生じる。とくに問題とされ，見解
の対立がみられるのは，つぎの二つの場合である。
付） 延長型所有権留保と包括譲渡の衝突
これは，同ーの留保商品の売掛代金債権を一方で商品供給者が先行債権譲渡
条項に基づいて，他方で留保商品の売主に融資した銀行が包括譲渡に基づいて
担保権を主張する場合に生じる。問題は，まず包括譲渡が，その後に延長型所
有権留保が設定された場合で、ある。時間順位の原則を適用すれば，常に包括譲
渡が優先し，商品供給者の延長型所有権留保は担保としての意味を失なうから
である。
判例なこの場合原則として時間順位の原則を適用しつつ，包括譲渡が契約
当事者の意思によれば債務者が延長型所有権留保に基づいて留保売主に譲渡し
なければならず、かつ譲渡する将来の債権をも含む場合には，公序良俗に反し無
的 BGH 30. 4. 1959, BGHZ 30, 149.本判決については，米倉・前掲論文・法協82巻
2号186頁以下参照。
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ω 
効である，とする。学説は，包括譲渡を優先させる見解，双方の調和を図る見
解，延長型所有権留保を優先させる見解に大別できる。
（ロ） 加工条項付担保権同士の衝突
加工条項付担保権の客体である原材料が複数加工されて一つの製品になった
場合，その製品の所有権をめぐって加工条項付担保権問士が競合する。この競
合は，基本的には製品に共有関係の成立を認めることによって処理されている
が，問題はその割合である。原材料提供者がその原材料の価値の高さで共有持
分を取得するー設定者には加工価値に該当する部分が残されるーとの加工条項
は問題がなし、。しかしこれを越えて，原材料の価値の割合によって共有持分
t目）
を取得するとの加工条項が許されるのか，あるいは，ある担保権者のみが共有
持合を設定者の加工価値に相当する部分にまで拡張する加工条項は認められる
か，製品の所有権を取得するとの加工条項と共有持分を取得するとの加工条項
品川41)
が競合する場合とはどう解すべきか，見解は分れている。
Il 動産担保改革議論の内容
以上のような動産担保の問題点・弊害は，一方で担保権者と無担保債権者と
の利害対立，他方で担保権者同土の利害対立という異なる極面をもっている
が， 「更生」とならんで「財団の増加」が主たる目的とされた動産担保の法規
制をめぐる議論にあっては， とくに前者の極面と深い係わりをもつことにな
る。そして動産担保の法規制の考え方の相違は，基本的には，公示性の欠如と
信用欺臓の関係及び動産担保の法規制と信用閉塞の関係についての認識・理解
の仕方の相違にある，といえよう。
側詳細は，米倉・前掲論文・法協82巻2号164頁以下参照。
側米倉・前掲論文・法協82巻1号42頁以下参照。
(40) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 46f. 
ω わが国の議論については，米倉・前掲論文・法協82巻2号284頁以下，四宮・前掲
解説・立教法学10号234頁以下参照。
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「延長型」動産担保の全面的規制論
この見解に立つのが， ドイツ法曹大会第51回会議信用担保部会で鑑定書を作
成したハンブ、ルク大学教授 Drobnig氏である。
Drobnig氏は， 「財団の不足」の主たる原因が多種多様な動産担保の利用の
拡大にあり，しかもそれが「本当の財産状態の隠蔽」によってさらに悪化させ
ω 
られる，との基本的認識を有する。すなわち，動産担保権は公示されていない
から，外見上の占有状況から債務者に受信能力があるとみなしその外見上の
支払能力を信頼して無担保で信用を与えた債権者が欺かれることになる。そし
て，こうした人的信用に対する悪しき経験が，債権者をして物的信用へと駆り
立てるのだ，と。結局， 「割りを食うのが，小企業に限らず小額の債権を有す
る大企業，そして担保権を取得しえないサービスを提供する第三次産業の企業
である。」しかしながら， Drobnig氏は，登録制度の導入などによる公示性の
4同
回復の途を採らずに，延長型動産担保の全面的規制を主張した。これについて
は詳細な理由，根拠が示されているので，まず，公示性の付与に関する Dro-
bnig氏の考えをみていくことにする。
登録制度などによる公示性の回復を考える基本的視点は，その手段に要する
費用・技術がその手段による公示性の回復の内容・程度に見合ったものかどう
(42) Drobnig, a. a. 0., Bd. I , F 35.
(43) Drobnig氏は，公示性の回復のために，価値の高い機械・車両について，車券
(Kraftfahrzeugbrief)制度にならって，機器証券（Gerat←Brief)制度の導入のみを
提唱する（vgl.Drobnig, a. a. 0., Bd. I. F 60ff.）。
附 手続法部分の提唱としては，手続開始前一年間の嫌疑期間における担保設定は，設
定時に債務者が支払いを停止しており，かつ，設定が既存債務のためになされたとき
は無効とすること，債務者の破産における担保物の換価は原則として管財人が行うこ
と，管財人は，担保権者に利用料を支払って，担保物を債務者企業のために一時的ま
たは継続的に使用できるものとし，担保権者は破産手続に参加すること，手続の継続
中，担保権者による目的物の返還請求は否定するものとし実力による持出行為につ
いては一括賠償義務が課せられることなどである（Drobnig,a. a. 0., Bd. I, F 85££., 
F 99£.，霜島・前掲論文・判タ380号19頁〉。
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か，である。この視点から，種々の公示手段が検討されているが，ここでは，
そのうちアメリカ統一商事法典〈以下Uc Cと略す〉第9編の規定する登録制
度とレーマン草案の登録・担保帳制度を取り上げる。
UC Cでは，担保権に対抗力を備えるための最も一般的な方法として，ファ
イナンシング・ステートメントの登録がある。このファイナンシング・ステー
トメントには，債務者と担保権者の氏名・住所および担保物の種類または品目
が記載されるにすぎないくUcc § 9-402）。そして，この登録は，担保権者
に債務者の請求によって担保権の範囲に関する情報を提供する義務によって
(UC C § 9-208）補完される。これがし、わゆる抽象的登録であるO 流動資
産から成る担保は常時入れ替り，拡大条項によって時の経過とともに姿態を変
えていくため，担保物の詳細なリストや被担保債権額の記載は不要なのであ
る。しかし，かかる登録制度の設置・運営には強力な官僚械構と莫大な費用を
（母
要し，個々の登録などの費用は信用を求める債務者の負担となる。そこで問題
は，高くつく登録制度がその抽象的な「登録」による公示性回復の程度・内容
-Drobnig氏の言葉によれば，一括的警告（PauschaleWarnung）ーに見合っ
たものか，である。この点について， Drobnig氏は， ドイツの取引の実情から
否定的に考えている。すなわち，商品供給にあっては，信用取引であることそ
れゆえ所有権留保の存在を頭に入れておくべきことが商人や法律家の間では常
識であること，金融機関は担保物の権利関係を詳細に調査するし，いずれにあ
っても慎重な債権者は，債務者に権利状況の説明を求めるからである。
つぎに， レーマン草案の登録制度である。この登録制度では，登録義務のあ
(45) Drobnig, a. a. Q., Bd. I, F 59. 
(46) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 59. 
的 Henkel氏は，抽象的登録を評して． 「ドイツ法の下では，多くの企業で，原材料，
半製品，完成品，設備品，債権が広く担保に入っているとし、う誰れもが知っているこ
とを公示するにすぎなしづとする（W.Henkel, Verhandlungen des 51. Deutschen 
J uristentages, Bd. I, 0 20.同旨 R.Stiinrer, Aktuelle Probleme des Konkursrechts, 
ZZP Bd. 94, 27 4.）。
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る担保権が限定され，在庫商品，備品，貯蔵商品などの全部または一部に設定
された譲渡担保（§6 JI）及び営業上の債権の金部またはその本質的部分の譲
渡担保（§ 26）のみであって，所有権留保は登録義務対象から除かれている
(§ 19）。この登録制度について， Drobnig氏は，費用の観点、から至当とする
も，集合動産もしくは集合債権の一部についての譲渡担保と特定動産もしくは
特定債権の譲渡担保とを合理的かつ一義的に区別することが非常に困難である
ω 
という難点を指摘している。また， レーマン草案では，登録簿とともに担保帳
(Sicherungsbuch）の制度が設けられ，営業者たる担保権設定者は，すべての
譲渡担保と所有権留保に関する証書の謄本をこの担保帳に編綴し保存する義務
を負い（§§9 JI' 22, 23），営業財産に属する集合物（§6 JI）の譲渡担保の場
合には，担保帳に営業上適当かつ通常の方法による構成部分変更の事実を記入
することを要する。この担保帳制度について， Drobnig氏は，つぎのような問
題点，まず，債務者に担保帳の呈示を要求することは，金融機関にとっては可
能であっても，商品供給者には顧客を失なうことになること，つぎに，債務者
の経済状況が悪化している場合には，この担保帳はもはや信頼に値いしないこ
伺）
と，そして，担保権の拡大に関する記載に十分な配慮がなされていないことを
挙げる。
以上のように，登録制度など公示手段に費用や技術上の難点を指摘する
Drobnig氏は，動産担保の延長形態そのものの規制を主張する。つまり，動産
担保を単純型・基本型についてのみ許容することによって，本来の担保物が代
償物に変転した場合には，その代償物を担保の拘束から解放させ，その分債
務者の一般財産を増加させること，あわせて代償物をめぐる担保権同士の衝突
を回避することを狙っている。もっとも，担保権同士の衝突の回避という観点
からのみ問題を考える場合，必ずしも延長形態の全面規制としづ結論に至るま
(48) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 60.同旨， Henkel,a. a. 0. Bd. IL 0 20. 
(49) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 63. 
(50）同旨 Henkel,a. a. 0., Bd. IL 0 20f. 
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でもなく，代償物に共有関係を認めることによって一応の調整は可能である。
しかし，この方法によって一般債権者の保護つまり配当可能性の増加が期待し
うるか，が問題となる。この問題は，共有関係の割合と係わる。 「延長」は，
本来の担保物の価値に限られるのか，それとも本来の担保物の価値と代償物の
価値との割合に応じてか，であるO 両者の違いは，価値上昇分が担保権設定者
のもとに残されるかし、なかである。 Drobnig氏は，前者の考えに立ちながら，
つぎのように考えている。価値上昇分は，当初の担保権者の信用供与によって
生ずるものではなく，債務者である担保権設定者の経済的支出の結果である。
したがって，価値増殖をもたらす債務者の経済活動が，他人資本とくに銀行信
用によって融資された場合には，代償物に含まれている価値上昇物はこの信用
供与者のために留保されるが，他人資本に依拠しなかった場合には，価値上昇
分は債務者の下に残され，これを通じて一般債権者のために確保される。しか
しながら，この方法による一般債権者の保護は， 「許された制限内で合意され
る担保権が代償担保物の価値を汲み尽してしまわない限りで」期待しうるにす
ぎず，延長条項がより広汎に利用されるに至たれば状況は変わる。そこで，
Drobnig氏は，一般債権者のより効果的な保護を実現するには，延長形態を単
に本来の担保物の価値に制限すること以上のことをなすべき，として，延長形
態の全面的規制を結論づける。
しかし，延長型動産担保の全面的規制は，現行の動産担保法制に変革を迫る
ものだけになお検討を要すべきところが少なくなし、。
第一に，流動資産を担保とする以上，その代償物に担保の効力が及ぶものと
することが経済的合理性とも合致するのではないかo アメリカの動産担保法省
例。
もまた然、りである。この点に関して， Drobnig氏は，延長が認められるのは，
本来の担保物が代償物へ変換する場合に債権者とくにその供給者がその変換に
CJl) Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 69ff. 
倒処分収入上の担保権（Securityinterest in proceeds); UCC. §9-306 (2）一（5)o
CJ~ Drobnig, a. a. 0., Bd. I, F 73. 
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ついても信用を供与し，しかもその信用が担保を不可欠とする場合に限られる
ω 
のである，としつつ，後者の要件の存在を疑問とする。
倒
第二に，延長形態の規制は，担保権問に不公平な結果をもたらすこと。譲渡
担保，とくに集合動産譲渡担保にあっては，本来の担保物の売却・加工による
担保価値の低下は，補充条項（NachschluBklausel）によって補うことができ
る。なんといっても，集合動産譲渡担保や包括譲渡自体が直接規制を受けるわ
けではない。これに対して所有権留保，とくに流動資産を客体とする所有権留
保にあっては，留保物の売却・加工によって担保そのものが消失する。この問
題について， Drobnig氏は，担保物の性質によるものであって甘受すべきも
倒
の，とする。
第三に，信用閉塞をもたらす，との批判で，動産担保の法規制に対して常に
向けられるものである。この点， Drobnig氏は，担保権の制限が信用供与を拒
否するに至る結果をもたらすのは，限界事例の場合に限られること，そしてか
かる場合には，信用が供与されない方がむしろ損失を避ける結果となること，
さらに，担保権の制限がそれのもたらす損失以上の効果をもたらすのであれ
納
ば，その損失は甘受しうる，と考えている。
2 登録制度導入論
公示性の欠如が一般債権者にもたらす弊害について Drobnig氏と基本的に
同様の認識をもちつつも， Drobnig氏と異なって登録制度の導入を主張するの
が， ジュネープ大学教綬 H.Hanisch氏とケルン大学教授 Meyer=Cording氏
倒
である。
帥 Drobnig氏は，その証拠として， 1938年のライヒスグルッベ・インダストリーの白
粛勧告一一普通取引約款における拡大型所有権留保の利用の自粛（米倉・前掲論文・
法協82巻2号265頁以下参照〉を挙げる（Drobnig,a. a. 0., Bd. I, F 73)0 
(5) Henkel, a. a. 0., Bd. IL 0 21, Kilger,a. a. 0., Bd. IL 0 43. 
(56) Drobnig, a. a. 0., Bd. I , F 7 4.
6司 Drobnig,a. a. 0., Bd. I, F 56. 
(58) uccの動産担保法制を紹介した Riesenfeld氏は，その主たる長所として登録の簡
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Hanisch氏は，公示なき動産担保の弊害として，財産の蚕食，倒産手続の適
切な時点での開始の遅延，過剰担保， EC諸国やアメリカの担保制度の不調和
(59) 
を挙げ，倒産法の完全な崩壊を防ぐために，現行の担保制度を根本的に規制す
べき，との見地から，その一方策として，アメリカ法にならって所有権留保と
譲渡担保を統ーした登録質の創設を提唱する。 Meyer=Cording氏は，現行の
動産担保制度によって専ら利益を受けている大債権者，そして彼らの要請のみ
を満足させてきた法律家及び、判例を厳しく批判し， 「その要求に誰れも配慮し
てくれず，そして大債権者によって考え出された（動産担保の〉遮断的効力に
よって何一つ得ることのできなし、」無担保債権者，たいていは中小企業である
的（叫
が，その「利益を無視することは反社会的である」との基本的認識に立つ。そ
こで，公示なき動産担保の弊害，いわゆる信用欺臓に対処し，諸外国の担保制
度との調和を図るために，集合動産譲渡担保や包括譲渡などについて登録制度
の導入を提唱する。そして， 「（UCC§ 9）のような方法で，登録によって公
示がなされるのであれば， UCC§9に規定されるように担保権が担保物の代償
物にまで延長することは場合によって受け入れられるが，そうでなければ，延
ω 
長や拡大は否定さるべき」と説く。
易性・包括性（UCC§9-402）を挙げ，このことが担保取引を著しく容易かつ改良し
た，との理由から「第9編の諸原理は外国においても非常に注目され，他の法制度へ
の導入が議論されている」と述べている（StefanA. Riesenfeld, Dingliche Sicheru-
ngsrechte an beweglichem Vermogen nach der Neufassung des Einheitlichen 
Handelsgesetzbuches fir die Vereinigten Staaten (in: Festschrift fi.ir Kurt Ball-
erstedt, 1975) S. 478, 480)0 
(59) H. Hanisch, Zur Reformbediirftigkeit des Konkurs ・m und Vergleichsrechts, ZZP 
Bd. 90, S. 8ff. 
(60) Hanisch, a. a. 0., S. 11. 
おI) U. Meyer=Cording, Umdenken nるtigbei Mobiliarsicherheiten ! , NJW 1979, 
s. 2127. 
倒 この基本的認識を批判する見解として， E.Komo, Kein Umdenken notig bei den 
Mobiliarsicherheiten, NJW 1980, S. 817ff. 
(63) Meyer=Cording, a. a. 0., S. 2128. 
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3 動産担保の法規制反対論
これに属する論者は，動産担保の弊害についてはそれぞれ異なる認識をもち
つつも，動産担保の信用取引における機能，資本流動化の媒介機能を重視し，
動産担保の実体法的側面からの法規制に反対する。
ドイツ法曹大会で報告を担当した弁護士 J.Kilger氏は，まず国民経済にお
ける信用の重要性，そして信用が担保されることの正当性，したがって担保制
純
度を削除したり，本質的に制限することの不当性を強調する。しかし，現行動
産担保の公示性の欠如が過剰債務と支払不能の状態を陰蔽し，結局，倒産の顕
在化を遅延させ，その処理の非能率化をもたらしていることを認める。そこ
で，問題の解決は，破産の申立を早期にさせることによって実現を図るべき，
（~ 
とするO 登録制度や担保帳制度の導入については，望ましいこと，としながら
も，日々の大量の取引にはかかる公示は実行されえないことを看過すべきでな
（吟
いことを指摘する。動産担保権同士の衝突という「法的な構造的欠陥」に関し
ては，所有権留保権者は，債務者の財産に対して，彼が債務者の一般財産自体に
価値を投入し倒産手続の開始時にその財産になお現存する以上の権利を有する
ものでない，との見地から，「延長」は，それが投入されかつ延長形態で債務者
の一般財産になお現存する資産を被担保債権に応じて分割した価値に相当して
（伺
いる限りで許される。いずれにしても，担保権の歯止めなき膨張を避けかつ担
保権同士の衝突に終止符を打つために，動産担保を法律によって典型化（Typ-
isierung）すること，すなわち当事者による内容形成の自由を奪うことを提案
側 Kilger, a. a. 0., Bd. IL 0 35f.また，延長型所有権留保の規制は，貨幣信用供与
者と商品信用供与者との間，商品信用供与者聞に不公平な結果をもたらし， 「立法者
には，与信者が自由に使える担保手段について有利なあるいは不利な選択をする資格
はなし、」として反対する（Kilger,a. a. 0., Bd. I, 0 43）。
側 Kilger,a. a. 0., Bd. I, 0 37f.提案の概要については，霜島・前掲論文・判タ380
号21頁参照0
(6) Kilger, a. a. 0., Bd. I, 0 43. 
6カ Kilger,a. a. 0., Bd. I, 0 43f. 
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?
?
（~ 
している。
Kilger氏と同じく，第51回大会で報告を担当したゲッチインゲン大学教授
W. Henkel氏は，動産担保の公示性欠如の問題を担保権者同士との関係と無
担保債権者との関係とに分けて考え~o
まず，担保権者同士との関係では，公示性の欠如から債務者の本当の負債状
況を知らないで信用を供与し，債務者から先順位の担保権者と競合する担保権
約）
しか取得しえなかった債権者は保護に値する，とする。この見地からまず，加
工条項付所有留権留保同士の衝突について，問題解決が時間順位の原則によっ
てではなく，共有関係によって処理されることで一致していることを結果的に
は正当，としつつも，その具体的な割合決定については見解が分れている現状
と民法典から適切な解答が導き出しえないこと，さらにこれを判例にゆだねる
ことは，法的安定性に対する耐えがたい基準と不正義をもたらし，訴訟を誘発
する，として立法による解決を主張する。つぎに，延長型所有権留保と包括譲
渡の衝突については，判例が結果的に前者を優先させていることに対して，「商
品供給者は，商品信用を自己資本から供与するのではなく， （録行から〉信用
を受け，これを売掛代金債権の譲渡によって担保する」のであって，判例の見
解は， 「商品供給者の銀行を買主の銀行の犠牲のうえに保護としている」と批
判する。そして，この問題についても，経済に必要な一義的明確性の見地から
倒
立法的解決を説く。他方，無担保債権者との関係で、は，負債状況を知らない
が，無担保で任意に（freiwillig）信用を与えた債権者の利益は無視しうる。彼
は，他の債権者が自己に優先すること，そして担保の付いていない財産を引き
当てとして捜す危険が課せられるということを甘受すべきである，とする。し
(68) Kilger, a. a. 0., Bd. IL 0 42. 
(69) Henkel, a. a. 0., Bd. I, 0 11. 
{IO) Henkel, a. a. 0., Bd. I, 0 11. 
OD Henkel, a. a. 0., Bd. I, 0 13. 
O~ Henkel, a. a. 0., Bd. I, 0 16. 
'73) Henkel, a. a. 0., Bd. I, 0 11. 
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たがって，非任意ながら無担保で信用を供与しなければならない債権者は保護
されるべきことになる。そこで， Henkel氏は，かかる債権者や財団債権者に
動産担保の担保物の売得金を一定の範囲で、分配することを提案する。
結局，無担保債権者の保護とし、う問題について， Henkel氏は，公示性の有
無，認識可能性の有無ではなく，任意性の有無を問題にするのである。
この点について同様の考えを示すのが，ハンブ、ルク大学教授 N.Reich氏で
ある。 Reich氏は，現行の動産担保が信用担保のために将来の生産物なども利
用するとし、う経済的必然性の下に形成されており，静的かっ現存の担保目的物
を前提に構築された民法上の担保権の諸原則，公示性・特定性・附従性など
は，動産担保の解釈，改革の指針とならない，との基本的認識から出発する。
そこで，担保権問土の衝突については，延長型所有権留保と包括譲渡の衝突の
場合，解決基準が民法に用意されていない法の欠歓状態であって， ド民法950
条の類推を主張する。そこで，留保売主は，債権上の「所有権」を取得するこ
とができ，したがって，売掛代金債権を予め譲渡する合意も可能となる。包括
譲渡は，その良俗違反性を検討するまでもなく，留保物の売掛代金債権を担保
加）
の目的となしえなし、。他方，無担保債権者との関係では，破産における担保権
の順位づけを行い，そのさい， 「自己の債権を構造的原因から物的に担保でき
ないが，生産物，したがって将来信用担保の下に入る生産物に貢献する債権者
を財団債権や優先的な破産債権者としての地位に追いやることなく優先的に扱
的
う」ことが必要である，と説く。そして，かかる債権者として労働者をあげ，
6ヶ月の未払労働債権を単純な担保権（第1順位〉の次順位，しかし延長型担
保（第3順位〉や拡張型担保，包括譲渡（第4順位〉より上位に位置づ、けゑ
叫 Henkel,a. a. 0., Bd. IL 0 23ff.霜島・前掲論文・判タ380号20頁以下。
同 N.Reich, Reform der Kreditsicherung, JZ 1976, 463. 
(76) Reich, a. a. 0., S. 468. 
。百 Reich,a. a. 0., S. 468f. 
(78) Reich, a. a. 0., S. 469. 
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以上の論者は，いずれも現行動産担保について本質的変更を加えることな
く，主として手続法の側面からの法規制を主張するものであるが，動産担保の
改革自体に疑義をはさむ論者もいる。スタンツ大学教授 R.Sturner氏とハイ
デ、ルベルク大学教授 R.Serick氏である。
Sturner氏は，制限的・抑止的な改革を主張し，改革論と批判してつぎのよ
うに述べる。改革論者は，多くの債権者が担保取得可能性を帰責事由もないの
に欠いており，したがってその後損失を被る，とし、う不正義を批判するが，こ
れは，動産担保権者に対してのみ向けられ，土地債務や抵当権者，すなわち金
融機関に対しては主張されていなし、。こうした動産担保のみの改革が，公示性
と特定性の見地から根拠づけうるにしても，このことがし、えるのは， 「公示な
き担保によって損失を被った債権者にとって，認識可能性の欠如，実際とは異
約）
なる判断基礎が無担保で、信用を供与したことの原因」でなければならない。と
ころが，通常の債権者は，優先的な担保について公示が欠けていたから信用を
供与したというよりはむしろ，経済的必要性（Notwendigkeit）による。また，
実際には，不動産には土地債務が，ほとんどの動産，債権には譲渡担保が設定
されていることを知っていても，小企業者やサービス業者は，短期の小口信用
を供与すること稀れでなし、。したがって，改革論拠として，担保の取得可能性
の欠如に帰貨事由がないということを挙げるのであれば，公示性の有無，特定
例
性の有無に関係なく，すべての担保権を対象にしなければならなし、。しかし，
その場合，債権者平等の原則をもち出して，担保権の優先権を制限すること
は，企業活動に不可決な資本を提供する債権者に特権を与え，したがって資本
流動化の要になっている今日の信用担保制度が重大な支障を帰たす。それゆ
え，配当率が2%から10～20%へとうまく上昇したところで，今日のよく機能
している信用担保制度への介入から生れる損失に比べれば，たし、した利益で、も
い。マックス・プランク研究所の実態調査によっても，通常の債権者は，破産
09) Stiirner, a. a. 0., S. 269. 
~O) Sturner, a. a. 0., S. 270. 
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による損失によって困難に陥ること稀れであるし，労働者の保護は社会保険法
的
の分野で解決されることが望ましい，とする。
他方， Serick氏は，動産担保改革議論が「現行の力強い， ダイナミックな
（動産担保の〉法形態」を「すでに過去の静的な経済秩序に合わせられている
〈民法の〉規範によって」規律せんとするもの， と Reich氏と同様の見地か
紛
ら批判し，しかも，改革を主張する者に厳しい見方をする。すなわち，僅少な
配当，公示性の欠如を問題にするのは， 「無頓着」にも担保を取らなかった債
権者であり，動産担保の異常肥大とそれに基づく衝突を語るのは， 「不注意」
車場
で不十分な担保しか取得していない債権者である，と。そして，立法規制は，
先例のなかった動産担保を形成してきたドイツ法のダイナミックな原動力を弱
め，倒産法領域に限定された動産担保の改革は，全体としての調和を欠く，と
ω 
の理由を挙げ，判例法による法発展の途を説く。
それでは最後に，動産担保法改革議論の大勢を知るために，その手掛りとし
て，第51回ドイツ法曹大会の信用担保部会での採決状況を概略しておくことに
。縛
する。
公示性の回復については，登録制度を一般的に導入することには反対するが
（反対90，賛成9，棄権4），集合動産譲渡担保・包括譲渡などについては，
他の債権者の保護の観点から，さらに調査すべきである（賛成73，反対23，棄
権7）。 Drobnig案である延長型動産担保の全面的規制については，反対が多
数を占める（反対73，賛成14，棄権9）。他方，担保権同士の衝突に係わる問
(81) Sturner, a. a. 0., S. 271. 
(l2) R. Serick, Die Profilierung der Mobiliarsicherheiten von heute im Konkursrecht 
von gestern (in: Festschr.円EinhundertJahre Konkursordnung 1877-1977" 1977, 
s. 271.). 
側 Serick,a. a. 0., S. 273-274. 
(84) Serick, a. a. 0., S. 792. 
（時 Verhandlungendes 51. Deutschen Juristentages, Bd. I, 0 181-182.倒産法改
革に関する部分の採決状況については，霜島・前掲論文・判タ380号22頁参照。
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題では， Kliger案である，担保権の際限なき膨張と担保権問土の衝突を防くのた
めに，担保権を法律によって典型化することについては，賛成が若干多く（賛
成51，反対39，棄権10),Henkel案である，同一担保目的物に対すの複数権利
者の衝突を解決するために，共同権原の原則（Grundsatzder Mitberechtigung) 
に基づく配分秩序が時間順位の原則に代わるべきことについても賛成が多い
（賛成55，反対38，棄権6）。
W む す び
それでは，若干の整理を行って「むすび」としたい。
70年代後半以降，倒産法改革の一環として行われた動産担保の法規制をめぐ
る議論では，登録制度の導入や延長型動産担保の全面的規制といった見解が有
力に主張されつつも，現行動産担保の存在形態そのものを変革するような法規
制には消極的・否定的というのが大勢である。したがって，現行動産担保法制
に関するドイツの学界の状況には，実体法の側面に限っては，しかも立法論の
レベルで、は，基本的に変化がみられない，といえるだろう。しかし，法規制の
内容をめぐる見解の対立は根強く，その対立原因に注意を向ける必要があるO
筆者は，見解対立の基本的原因として，公示性の欠如と信用欺隅との関係及び
動産担保の法規制と信用閉塞との関係についての認識・理解の仕方の相違にあ
ると考えた。この双方の関係の認識の相違がし、かなる法規制の相違をもたら
したのは，前章（II）で明らかにしたので，ここでは繰り返えさないことにし
Tこし、。
つぎに， Uc Cの規定する動産担保法制は西ドイツにおいても注目されてい
る。しかしながら，いわゆる抽象的登録が公示機能としていかほどの有効性を
持つかについて疑問を投げかける見解が有力であるO この観点からUc Cの動
産担保法制を検討する必要があろう。
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〔付記〕
本稿は，私法学会（1983年10月〉における報告原稿に加除訂正を行ったもの
である。報告にさいし，司会の労をとって下さった槙悌次先生，御質問，御教
示をいただいた川井健・米倉明・三上威彦の各先生方にお礼申し上げます。
なお本稿は，文部省科学研究費（奨励研究（A））及びドイツ学術交換局（DAAD)
の奨学研究費による研究成果の一部である。両機関に対しでも感謝の意を表し
7こし、。
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